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論  文       

海外事業展開を通じた日本企業の国際競争力再建 

手島 茂樹 Shigeki Tejima 
二松学舎大学教授 
(財) 国際貿易投資研究所 客員研究員  

 要約 

日本企業は、「日本型選好」のもとでの「取引費用最小化」と「ボトム

アップによる、漸進的な、革新的イノベーション」に競争力を持ち、先進

国市場で大きな競争力を発揮した。しかし、先進国経済が低迷し、新興国

市場が急拡大する中で、アジア企業の「破壊的イノベーション」によって、

苦戦を強いられている。一方、欧米企業は、「トップダウンによる速やか

な、革新的イノベーション」によって、アジア企業等と水平的ネットワー

クを構築して競争力を保っている。本稿では、日本企業・欧米企業・アジ

ア企業の競争力を整理し、日本企業の競争力再生の道筋を検討する。日本

企業には、新興国市場に根ざした、新しい「ボトムアップによる、漸進的

な、革新的イノベーション」と「トップダウンによる速やかな、革新的イ

ノベーション」の強化の双方が必要であり、このため、世界人材を吸引し、

強い達成動機を与える企業文化創出が不可欠である。 
 

 

第１章 はじめに 

 

日本企業は、世界の市場環境の激

変によって、困難に直面している。

先進国市場では大きな競争力を発揮

した日本企業が、世界的な経済低迷

のもとで、新興国市場の急拡大を中

心とした価格志向の強まりの中で、

苦戦を強いられるのは、その競争力
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のあり方、イノベーションのあり方

によるものである。 

本稿では、日本企業・欧米企業・

アジア企業の競争力およびイノベー

ションの相互の位置づけを整理し、

日本企業が、一層の海外事業展開を

通じて、競争力を再生するための一

つの道筋を検討する。第 2 章では、

日本企業の競争力とその世界市場に

おける発現について論ずる。第 3 章

では世界市場の変化が、日本企業の

競争力に及ぼす影響について論ずる。

第 4 章では、そうした状況で日本企

業が現在直面している二つの課題に

ついて論ずる。第 5 章は本稿の結論

である。 

 

第２章 日本企業の競争力とそ

の発現 

 

（2.1）日本企業の競争力の涵養

と先進国市場におけるそ

の発現 

日本企業の競争力の本質は、「高品

質・高機能」の差別化商品を、欧米

等のライバル企業よりも高品質かつ

低コストで、先進国の高級品市場（筆

者定義の「ファースト・ベスト市

場」：高付加価値・高品質製品を、た

とえ高価格でも希求する、先進国の

大規模市場）に供給する業種をもつ

ことにある（この業種については第

3 章で後述）。それが可能なのは、日

本企業およびそれを構成する人員は、

市場取引に馴染まない、「資産の特殊

性が十分に高い、「特殊品」としての

部品」ⅰの内製・外注に当たって、「一

回の取引で、出来るだけ高い機会主

義的利益を得るよりも、それを犠牲

にしても、長期的・永続的な取引継

続の利益を選好する」という「日本

型選好」ⅱに基づいた行動を取るた

めである。なお、「日本型選好」の想

定は、ゲーム論における「取引の両

当事者間のゲームが無限回続くとき

には、機会主義的に行動するよりも、

相手側の信頼を勝ち得る方が望まし

い結果を生ずる」のと同様の結果を

生ずると考えられる。ただし、「日本

型選好」のもとでは、「望ましい結果」

は、明示的である。当該日本企業は、

最も特殊度の高い部品のみを企業内

で内製し、それ以外の「十分に資産

の特殊性の高い」部品は、関連企業

に外注することにより、いわば、部

分的な垂直統合を行って、取引費用
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（＝市場取引費用＋企業内取引費

用）の最小化を実現できる（取引費

用最小化のメカニズムについては、

本稿（2.2）および『国際貿易と投資』

70・76・80 号の筆者論文等参照。参

考文献⑥－⑭）。なお、関連企業への

外注は、自社以外の企業への外注と

いう意味で、「市場取引」の一部を構

成する。 

さらに、特殊品としての部品の生

産（内製・外注）に留まらず、新製

品を開発する際にも、部分的な自社

内の開発と部分的な開発の外注によ

って、「取引費用最小化」を達成し、

ライバル企業に比べて、より高品

質・高機能な製品を、より低コスト

で開発できる（新製品開発の際の「取

引費用最小化」のメカニズムについ

ては「国際貿易と投資」83 号の筆者

論文参照。参考文献⑭）。 

後述するように、製品の生産（内

製・外注）においても、新製品の開

発においても、「十分に資産の特殊性

の高い」当該製品が、同じく「十分

に資産の特殊性の高い」部品から成

り立つ複合財的な特性を持つことが、

取引費用最小化のための一つの必要

条件であるⅲ。O. Williamson の考え

方を援用すれば「十分に資産の特殊

性が高ければ」（先の注 i）、当該製品

およびそれを構成する部品について

の生産（または開発）費用は、各々、

企業内での内製（または企業内での

開発）の場合も、関連企業への外注

の場合も同一となり、したがって、

取引費用の最小化は、総費用（＝取

引費用＋生産（開発）費用）の最小

化を意味する。こうした「複合財」

の特性を持つ「十分に資産の特殊性

の高い特殊品」の開発が、「日本型選

好」のもとで、「取引費用最小化」を

達成するプロセスは、数値例を用い

て本稿（2.2）で改めて論ずる。 

さらに留意すべきは、市場生産（開

発）費用＝企業内生産（開発）費用

そのものもまた、「日本型選好」のも

とでは削減できることである。すな

わち、新製品のコア部分を自ら生産

（開発）し、周辺部分の生産（開発）

を、関連企業に外注するときに、「日

本型選好」のもとでは、技術情報流

出の恐れなく、外注先の関連企業と

の間に極秘の生産（開発）情報を、

継続的にやり取りすることが可能で

あることから、取引費用の最小化に

加えて、生産（開発）費用の低減も
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可能であり、また、発注部品および

最終製品の不断の高品質・高機能化

も可能となる。これが達成可能なの

は、相互の「日本型選好」に基づけ

ば、「相手企業が機会主義的に行動す

ることはない」という相互信頼が存

在するためである。言い換えると、

「日本型選好」を行う企業が多く存

在する企業社会で、あえて機会主義

的に行動すれば、当該企業は社会的

に信用を失い、中長期的にむしろ大

きな損失を被る。まさに上記の、「取

引の両当事者間のゲームが無限回続

くときには、機会主義的に行動する

よりも、相手側の信頼を勝ち得る方

が望ましい結果を生ずる」という状

況が成り立っている。 

こうした「日本型選好」のもとで

の「取引費用最小化」のメカニズム

に基づく、開発および生産過程にお

ける不断の高品質・高機能化および

低コスト化を通じて、「モジュラー・

イノベーション」（基幹部品について

のイノベーション）と「アーキテク

チュラル・イノベーション」（製品の

基本概念・基本設計についてのイノ

ベーション）を積み重ね、長い時間

をかけて、新たな製品コンセプトの

創出を実現できるⅳ。この結果、ラ

イバル企業に比べて、より高品質・

高機能の新製品の開発および供給を、

より低コストで達成する「ボトムア

ップ型の、漸進的な革新的イノベー

ション」による新しい市場の獲得が、

日本企業は可能となる。 

この結果、日本企業の垂直的ネッ

トワークは、第 1 に、最も資産の特

殊性の高い中枢部分は、自社内で開

発または生産を行い、第 2 に、それ

以外の「資産の特性が十分に高い」

「特殊品」としての部品は関連企業

に外注し、第 3 に、標準化され、資

産の特殊性が低く、取引費用が小さ

い汎用部品はグローバル最適調達で

世界市場から購入する、という三層

構造となる。この結果、「取引費用最

小化」を達成し、世界で最も効率的

な日本企業の垂直統合は、結果的に

欧米企業よりも統合度の低いものと

なる。繰り返すが、統合度が低くな

るのは、O. Williamson の想定ⅴとは

異なり、（2.2）で論ずるように、企

業内で「十分特殊度の高い特殊品」

を 100％内製（開発）するのでなく、

これを部分的に内製（開発）、部分的

に外注することによって、取引費用
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を最小化できるためである。「十分特

殊度の高い特殊品」の部分的外注に

よって日本企業は企業規模を欧米の

ライバル企業に比して、より小規模

に抑えることが出来、また、「日本型

選好」に基づき、従業員のモラルの

低下を抑制し、企業組織を活性化で

きる。その意味で、フオーデイズム

の弊害を除去するポスト・フオーデ

イズムが日本企業の競争力を形成し

ている。 

日本企業・欧米企業・アジア企業

の競争力およびイノベーションの相

互の位置づけを明らかにするために、

図 1 をみると、前記の日本企業の「漸

進的、ボトムアップの革新的イノベ

ーション」は、図 1 の A 点から B 点

への、矢印①に沿った動きである。

すなわち、不断の努力によって技術

進歩を進め、結果的に、「より高品

質・より低コスト・低価格」を達成し

て、技術体系 T1T1 曲線を、新しい技

術体系T2T2曲線へ、シフトさせるⅵ。 
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図１ 「ファースト・ベスト市場」「セカンド・ベスト市場」とイノベー

ション：現在のポジションと新しい可能性（手島茂樹 Beijing Forum 2011）
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このイノベーションによって、日本

企業は、継続的に先進国の新しい「フ

ァースト・ベスト市場」の創出、す

なわち、図 1 の F1F1 曲線から F2F2

曲線ⅶへのシフト、を生じたと考え

ることが出来る。A 点および B 点は、

市場特性と技術特性の適合する均衡

点である。A 点から B 点へのシフト

は、「漸進的、ボトムアップの革新的

イノベーション」により先進国市場

における地位を強化した日本企業の

国際競争力の根幹を表す。 

なお、図 1 および図 2 の横軸は価

格（右に向かうほど低価格）を、縦

軸は品質（上に向かうほど高品質）

を表す。先進国を中心とした高付加

価値かつ高品質の製品に対し、高価

格を支払う用意のある「ファース

ト・ベスト市場」の需要は、F1F1 曲

線および F2F2 曲線のような、高品

質志向の強い特性を示す。一方、「一

定以上の品質が確保されれば、より

低価格の製品を志向する」という「セ

カンド・ベスト市場」の需要は、強

  Pmax

  T1 Ｉ
         F1

高品質   ①
  T1 　         ②

        

　       A
　　　

　　　　　　
         F1 　　　　

　　　　
                   

          T1

   ファースト・ベスト市場

低品質         T1

    Pmax F1

高価格 低価格

図２ 持続的イノベーションと破壊的イノベーション 

（手島茂樹 Beijing Forum 2011） 
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い低価格志向を示す SS 曲線である。

「セカンド・ベスト市場」は、発展

途上国・新興国において、家計年収

5 千米ドルから 3 万米ドルの「中間

層」を中心に急速に拡大しつつある。

また、先進国においても所得の伸び

悩み・低価格志向の高まり、と共に、

「セカンドベスト市場」が拡大して

いる。 

この世界市場の変貌が、日本企業

の国際競争力にどのような影響を与

えるかは第 3 章で述べる。 

 

（2.2）新製品開発における取引

費用の最小化の数値例 

「日本型選好」のもとにおける「資

産の特殊性が十分高い複合財」とし

ての新製品開発の際の「取引費用最

小化」の数値例が表 1 である。表 1

で、例えば、自動車組み立て企業が、

最新型のハイブリッド自動車（以下、

新製品 X）の開発の全てを、有力な

関連部品企業に外注するとする。

（2.1）で論じたように開発費用その

ものは、当該自動車の「資産の特殊

性が十分高い」ので、当該組立企業

（以下企業 A）が自ら行っても、当

該関連部品企業（以下企業 B）が行

っても同額と想定される。しかし、

組立企業 A は、自らこの新製品 X を

開発しない限りは、新製品 X の開発

に関する知識・情報を持たず、開発

費用とは別に、200 の市場取引費用

（関連部品企業に取っての機会主義

的利益）を部品企業に対して支払わ

なければならない。すなわち、100％

外注の場合は、市場取引費用 200、

企業内取引費用 0 であり、取引費用

合計（＝市場取引費用＋企業内取引

費用）は、200 となる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 組立企業内開発率 同累積 部品企業 市場取引 同差分 企業内 同差分 市場取引費用プラス
（％） （％） への発注 費用 取引費用 企業内取引費用

組立企業の自社開発 （％） （A) （B) （A)+(B)
全て外注 0 0 100 200 0 200
最重要の部分 20 20 80 100 100 5 5 105
第2に重要な部分 20 40 60 50 50 15 10 65
第3に重要な部分 20 60 40 30 20 30 15 60
第4に重要な部分 20 80 20 15 15 60 30 75
第5に重要な部分 20 100 0 0 0 150 90 150

表１ 取引費用最小化の数値例 

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


海外事業展開を通じた日本企業の国際競争力再建 

季刊 国際貿易と投資 Spring 2012/No.87●59 

逆に、企業 A が新製品 X を 100％、

企業内で開発すれば、市場取引費用

は発生しないが、企業内での取引費

用 150 を支払わねばならない。100％

企業内開発の場合には、市場取引費

用 0、企業内取引費用 150 であり、

取引費用合計は、150 となる。O. 

Williamson は、このような、資産の

特殊性の高い財の取引では、より取

引費用の少ない、100％企業内取引が

選択されるとしている（先の注 i）。

しかし、「日本型選好」のもとで、新

製品が、いくつかの重要部品 x1,---xn

に分解され、夫々が、新製品 X と同

様に、「十分に高い資産特殊性」を保

有すれば、各部品についても開発費

用は企業Aが行っても企業Bが行っ

ても、各々同額であり、部分的な自

社内開発と部分的な外注の組み合わ

せによる「取引費用の最小化」が可

能である。これを表 1 の数値例によ

って、説明する。 

新製品の開発のうち、最も重要な、

例えば、エンジン等の駆動機構の開

発は、開発全体の 20％を占めると想

定する（これを第 1 部品（x1）とす

る）。この部分の開発を企業 A が自

社内で行えば、x1 の企業内取引費用

は、5 であるのに対し、x2 から x5

までの市場取引費用は、100 である。

企業 A の企業内部品開発率 20％の

ときの取引費用総額は 105（＝5＋

100）である。しかしこれは企業 A

にとって、最適な企業内部品開発率

ではない。新製品 X にかかる企業内

取引費用は市場取引費用を下回って

いるので、一層の企業内部品開発が

選好される。次に、重要な X2 部品

まで企業Aが企業内部で開発を行え

ば、組立企業 A の企業内開発率は

40％であり、x1 および x2 の企業内

取引費用は 15 まで上昇するものの、

x3 から x5 までの市場取引費用が 50

まで低下し、取引費用総額は、65 に

低下する。しかし依然として企業内

取引費用が市場取引費用を下回って

いるので一層の企業内の部品開発が

すすめられる。第 3 部品 x3 まで企業

内で開発すると、企業内開発率は

60％に達し、市場取引費用は 30、企

業内取引費用も 30 となり、取引費用

総額は、60 となる。このとき取引費

用総額は、最小となる。まさに R.コ

ースの言うように、企業内取引の範

囲は企業内取引費用が市場取引費用

以下になることであるⅷ。第 4 部品
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x4 まで企業内で開発すると、企業内

開発率は 80％、取引費用総額は、75

となり、企業内取引費用 60 は、市場

取引費用 15 を上回る。したがって、

明らかにこのケースでは、x4 まで企

業Aにおいて開発するのは不効率で

あり、x4 は、企業 B に外注すべきで

ある。第 5 部品 x5 まで開発すると、

全てを企業内Aで開発することにな

り、取引費用総額は 150 となる。こ

の数値例では、取引費用の最小化点

は、第 3 部品（x3）までの内製化に

より達成され、取引費用総額は 60

であり、O. Williamson の想定した全

てを企業内 A 内で開発する場合（取

引費用総額は 150 になる）に比して、

大幅に取引費用を削減でき、取引費

用を最小化できる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ST* Curve
取引費用
Transaction Cost

   W*=200 C2* Curve

     ST Curve
C1* Curve

　　　　　W=150

C2 Curve        C1 Curve
         J

　　　　20　　　　　40　　　　　60　　　　　80　　　　　100 (%)

組立企業内の内部開発（および内製）率
Internal R&D ( Parts Production) Rate (α%)

図３ 「日本型選好」のもとでの取引費用最小化（J 点）。C1 Curve（「日

本型選好」のもとでの企業内取引費用曲線）、C2 Curve（「日本型選好」の

もとでの市場取引費用曲線）、ST Curve＝C1 Curve＋C2 Curve、C1* Curve

（「非日本型選好」のもとでの企業内取引費用曲線）、C2* Curve（「非日本

型選好」のもとでの市場取引費用曲線）、ST* Curve＝C1* Curve＋C2* Curve 
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取引費用最小化を可能にしている

のは、企業および従業員の「日本型

選好」である。組立企業 A の企業内

開発が進めば、市場取引費用が急速

に減少（但し、減り幅は逓減する）

するのは、部品企業 B が、部品開発

の受注の一層の減少を恐れて、市場

取引費用（企業 Bの機会主義的利益）

を大きく減少させるためであり、一

方、企業内取引費用が当初僅かしか

増加しない（但し、増加幅は逓増す

る）のは、企業 A 内の従業員が、機

会主義的利益（機密事項の持ち出し

等）よりも雇用確保を優先するため

である。これは図 3 の市場取引費用

曲線と企業内取引用曲線が、共に、

横軸（部品開発（内製）率）に対し

て凸であるという特性を生み出し、

最小化点 J 点（最適企業内開発率の

点）に到達することが出来る。一方、

「長期的・永続的な取引継続の利益

よりも一回の取引で出来るだけ高い

機会主義的利益を得ることを選好す

る」という「非日本型選好」は、日

本以外の世界の大半では一般的であ

り、この場合は、この両曲線は、横

軸に対して凹となり、取引費用最小

化点は存在しない。「日本型選好」に

基づく、この凸性の特性の理由と、

数式による取引費用最小化の定式化

は、『国際貿易と投資』70・76・80・

83 号の筆者論文等ⅸで論じたとおり

であるが、その核心は、前記のとお

り、企業 A の企業内開発率の上昇に

直面して、「日本型特性」をもつ組立

企業 A の従業員も、部品企業 B も、

当面の機会主義的利益を獲得するこ

とよりも、長期・永続的な取引継続

を求めて、取引相手の信頼を勝ち得

るべく、自己の交渉力以下に機会主

義的利益（＝取引費用）を抑制する

ためである。但し、組立企業 A の新

製品 X の開発率が増加するほど、部

品企業 B にとっては、長期取引継続

の動機が徐々に弱まるため、市場取

引費用（企業 B にとっての機会主義

的利益）の削減幅の逓減が生じ、一

方、組立企業Aの従業員にとっては、

機会主義的活動の機会増加のため、

企業内取引費用（A の従業員の機会

主義的利益）の逓増が生ずる。 

 

第３章 世界市場の激変と日本

企業の直面する課題 

 

（2.1）で論じたように、日本企業
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は、先進国「ファースト・ベスト市

場」で「ボトムアップ」による「漸

進的」な「革新的イノベーション」

によって、競争力を確立した（図 1

の B 点）が、先進国経済が低迷し、

新興国市場が急成長する現在、先進

国もふくめた世界中で低価格志向が

強まる結果、先の図 1 において、世

界の市場特性は、F2F2 から、SS に

シフトする（「需要面からの汎用品

化」）。また、IT 革命のもとで、デジ

タル化、モジュール化が進み、技術

の標準化が推進された結果、適合す

る技術体系は、T2T2 曲線上を矢印③

に沿って、より低品質・低コストの

方向にシフトする（「供給面からの汎

用品化）」。このため、市場特性と技

術特性の適合する均衡点も、T2T2

曲線上のB点からC点にシフトする。

B 点から C 点へのシフトが可能とな

ったのは、日本企業等の先進国企業

による海外生産拠点の拡充および

EMS 企業等への製造発注等が契機

となり、技術体系の標準化と、これ

ら標準化技術の、新興国企業等への

積極的な移転が行われたためである。

速やかに標準化された技術を吸収・

消化したアジア企業等は、「標準化さ

れた最新の技術」に基づく低コスト

での生産・販売を担って「破壊的イ

ノベーション」（既存の技術体系の下

で、「一定の品質を保持しつつ、低価

格化」を目指す（クリステンセン。

参考文献①））を実行した。一方、こ

うした新興国への生産拠点シフトに

よって、アジア企業等により汎用品

化された製品の低価格供給が可能と

なったことは、新興国・発展途上国

の購買力を高めて、セカンドベスト

市場を拡大し、需要面からの「特殊

品」の汎用品化を一層加速した。 

もともと、破壊的イノベーション

は、図 2 の矢印②にみるように、既

存の技術体系 T1T1 のもとで、既に

確立された市場での地位を武器に

「より高品質・より高価格」の製品

の開発を目指す欧米企業の「持続的

イノベーション」（参考文献①）（図

2 の矢印①）に対する、「より低価

格・より低品質」の技術を開発する

対応戦略として、日本企業等によっ

て、実現されたものである（図 2 の

矢印②）が、日本企業は、その後、

上記の「持続的」「漸進的な」「革新

的イノベーション」（図 1 の矢印①）

に転じ、上述のように図 1 の B 点に
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おいて、先進国市場で大きなプレゼ

ンスを確保することに成功した。米

国自動車産業を例にとれば、米国ビ

ッグスリーは、米国市場における寡

占的な地位を享受しながらより高品

質・より高価格な大型車の開発（「持

続的イノベーション」）を進めること

によって、一層大きな利益をあげる

ことができた（図 2 における矢印①

の動き）。しかし日本企業およびドイ

ツ企業が参入して低価格の小型車を

供給すれば、図 1 の矢印②の動き

（「破壊的イノベーション」）が生じ

て、もとの均衡点Aに戻る。さらに、

日本企業は、現在のハイブリッド車

に至る低燃費車・低公害車の開発に

よって、図 1 の T1T1 曲線上の A 点

から T2T2 曲線上の B 点への矢印①

に沿ったシフトを達成し（「ボトムア

ップ型の、漸進的な革新的イノベー

ション」）、F2F2 曲線で表される新た

なファーストベスト市場を開拓して

きた。 

しかし、多くの産業・市場では、

先に論じたように、世界規模での「汎

用品化」が進み、さらに、先進国経

済の低迷・新興国市場の拡大によっ

て、世界市場が F2F2 から SS にシフ

トし、均衡点が C 点に変わっている

ため、競争力を持つのは、日本企業

でなく、「破壊的イノベーション」の

実行者であるアジア企業となる。 

先進国市場をターゲットとした日

本企業の「ボトムアップ型の、漸進

的な革新的イノベーション」は、そ

のままでは、F2F2 曲線から SS 曲線

へのシフトという世界市場の需要動

向（図 1 における）と適合しづらい。

しかも、供給サイドの汎用品化がす

すめば、開発および調達に関わる「取

引費用」そのものが減少するので、

「取引費用最小化」を競争力の礎と

する日本企業の競争力が掘り崩され

る面がある。 

もちろん、産業特性による事情の

違いは大きく、部品および製品とも

に、資産特殊性の高い「特殊品」を

保持する自動車産業や建設機械産業

等では、主要部品および製品の多く

が図 1 の B 点に留まっている結果、

これらの企業は競争力を維持してい

る。電子・電機産業でも、部品レベ

ルでは、B 点に留まるものも多いが、

製品レベルでは、汎用品化がすすみ、

C 点に移行するものが多く、これら

の製品の競争力は、「破壊的イノベー
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ション」を進めるアジア企業に流失

している（産業競争力の比較表につ

いては、「国際貿易と投資」70・76・

80・83 号の筆者論文における「産業

競争力のマトリックス表」参照。 

 

第４章 課題クリアーのための方

途：新しい海外事業展開 

 

（4.1）第一の課題 

日本企業が直面する第一の課題は、

第 3 章で論じたように、図 1 におい

て、均衡点は C 点にシフトしている

にもかかわらず、日本企業は B 点に

留まっている産業において、競争力

を回復する適切な戦略を実現するこ

とである。ここで、日本企業がなす

べき長期戦略は、アジア企業をフオ

ローして、かつて北米市場等で経験

した「破壊的イノベーション」に回

帰することでなく、C 点を起点にし

て、日本企業独自の競争優位である

上記の「ボトムアップ型の、漸進的

な革新的イノベーション」を実現し

（図 1 の矢印④で表される）、新興国

市場の将来の可能性も見込んだ、新

たな「ファースト・ベスト市場」F3F3

を構築することである。「破壊的イノ

ベーション」を追求するのは、アジ

ア企業にとっては大きなメリットが

あっても、上記第 2 章および第 3 章

で論じた、日本企業の競争力を回

復・強化する道ではない。重要なの

は、新しい「ボトムアップ型の、漸

進的な革新的イノベーション」が起

点とすべき C 点がどこに存在するか

を探査し、現在の新興国「セカンド・

ベスト市場」の市場特性を把握して、

新たな「ファースト・ベスト市場」

開発の可能性を見極め、これを実現

することである。 

この成功のための最大の要件は、

新しい「ファースト・ベスト市場」

創出の道筋を見出すことであり、そ

のためには、世界人材、特に、現地

人材を活用することが必要である。

第 2 章および第 3 章で述べた日本企

業の競争優位と、有能な現地人材を

融合させることが必要である。 

ただし、「日本型選好」を成立させ

る基盤として日本型人材の特性があ

り、こうした人材の特性を際立たせ

て、効果的に発揮させるための企業

組織（TCM 型組織）が形成されてき

たこと、一方、「非日本型選好」を成

立させる非日本型人材の特性とそれ
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を効果的に発揮させるための企業組

織（SMD 型組織）が存在すること、

両者は対照的な特性をもつことⅹに

ついて、留意すべきである。とは言

え、短期的に両者を並立させること

（TCM/SMD 並列型組織）、さらに、

長期的には、両者を融合させること

（TCM/SMD 融合型組織）は可能で

あるⅺ。海外の第 1 級の人材に日本

企業の競争優位とその意義を十分に

納得させ、モチベーションを与える

だけの企業文化を、第 2 章および第

3 章で述べた日本企業の競争優位、

すなわち、「日本型選好」のもとでの

「取引費用最小化」と「漸進的、ボ

トムアップの革新的イノベーショ

ン」に基づいて、確立することこそ

が重要である。 

 

（4.2）第二の課題 

一方、もう一つの重大な課題は、

第 2 章で論じた日本企業の競争優位

を十分生かせない分野、すなわち高

度な資産特殊性を持つ新製品の開発

であって、しかも、当該新製品が、

同じく高度の資産特性を持つ部品に

分解できないという特性を持つ場合

の開発への対応である。この分野で

は（2.2）で論じた取引費用最小化の

競争優位を生かすことができず、同

一企業内で可及的速やかに独創的な

新製品を開発し、市場の創出を図る

ことが必要となる。ここで重要なの

は、「トップダウンによる、速やかな、

革新的イノベーション」の達成であ

り、日本企業は、この分野に一層の

競争力を持つ必要がある。ここでも

研究開発を含む海外事業展開が必要

になるが、そのあり方は、上記の「漸

進的、ボトムアップの革新的イノベ

ーション」とは異なるものになる。

この分野では、欧米企業による新製

品の開発とアジアの EMS 企業等に

よる新製品の生産とが、労働環境等

についての批判はあるものの、競争

力のある国際分業を実現している。

新製品の開発者である欧米企業と生

産者であるアジア企業等との間には、

多くの場合、 NEMs （ Non-Equity 

Modes）と呼ばれる関係企業間の国

際契約取引関係が成立しているⅻ。

これは、新製品の開発者である欧米

企業が、その開発能力・ブランド力

を通じて、生産者である EMS 企業

に影響を及ぼしており、通常の市場

取引（arms length transaction）とは異
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なる、互いに影響力を及ぼしあおう

とする関係者間の取引である。しか

も、第 2 章で述べた日本企業間の「特

殊品」としての部品の取引とも異な

り、「非日本型選好」を持つ企業同士

の「標準化された製品・部品」の国

際取引である。新製品の開発者であ

る欧米企業は、新製品開発に関する

企業機密・ノウハウ等、企業競争力

の根幹に関わるものは、絶対的に社

外に流失することを回避する一方、

ハードの製品そのものは、当初より

標準化して、EMS 企業等への発注に

依存し、しかも、製品全体にかかわ

る自社のブランド力は保持しようと

する。一方、EMS 企業は契約を忠実

に履行しつつも、常に、自ら世界の

ブランド企業になる道を探ろうとす

る。二つのネットワーク、すなわち、

一つには、「非日本型選好」を取る企

業同士のいわば水平的なネットワー

クを利用した、欧米企業型の「トッ

プダウンによる、速やかな、革新的

イノベーション」と、もう一つは、

日本企業本来の「日本型選好」を取

る企業同士の垂直的なネットワーク

を利用した「ボトムアップによる、

漸進的な、革新的イノベーション」

との何れにも競争力を持つことが、

「汎用品化」と「新製品のライフサ

イクル短期化」が同時に進む現在の

世界では不可欠となる。 

第一の課題同様に、最も重要なの

は、新しい「ファースト・ベスト市

場」創出の道筋を見出すことであり、

そのためには、第一の課題以上に、

世界人材を活用することが必要であ

る。当面は、非日本型人材の特性と

それを効果的に発揮させるための企

業組織（SMD 型組織）を新たに設立

して、大きな裁量権を与えることに

より、日本企業も「トップダウンに

よる速やかな、革新的イノベーショ

ン」を一層成功させ、アジア企業等

との間に有効かつ健全な水平的ネッ

トワークを構築することが重要であ

る。長期的には TCM/SMD 融合型組

織を形成することが課題となる。 

 

第５章 結論 

 

日本企業は、「日本型選好」のもと

での「取引費用最小化」と「漸進的、

ボトムアップの革新的イノベーショ

ン」に優位性を持ち、高級品・高付

加価値品の「ファースト・ベスト市
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場」では競争力を持つが、汎用品化

と新製品のライフサイクル短期化が

進む現在の世界では、成長する新興

国市場に根ざした、新しい「ボトム

アップによる、漸進的な、革新的イ

ノベーション」と「トップダウンに

よる速やかな革新的イノベーショ

ン」の強化との同時達成が必要であ

り、そのためには、世界人材の活用

が必要である。こうした人材を吸引

し、強いモチベーションを与える企

業文化の創出が緊要とされる。 

以上 
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脚注 

ⅰ O. Williamson によれば、資産の特殊度

が「高い」財・サービスの調達に当たっ

ては、市場取引費用と市場生産費用の和

が、企業内取引費用と企業内生産費用の

和を超えるために、市場での調達でなく、

企業内での内製が選択される。なおこの

とき、資産の特殊性が「十分に高い」財・

サービスについては、市場生産費用＝企

業内生産費用、が成り立つ。参考文献⑤

参照。 

ⅱ 参考文献④および⑥－⑭ 

ⅲ 第 70 回、日本国際経済学会大会（2011

年 10 月）および Beijing Forum 2011 に

おける筆者の報告。 

ⅳ 参考文献④および⑭。 

ⅴ 参考文献⑤ 

ⅵ T1T1 曲線および T2T2 曲線の形状の特

性は以下の理由による。同一カテゴリー

の製品群を開発し生産する一つの技術

体系は、高品質の製品を開発・生産する

際には、高コスト・高価格とならざるを

得ないが、可能な限り、コスト・価格の

上昇を低く抑えようとする。また、低コ

スト・低価格化を図る場合には、品質が

低下せざるを得ないが、可能な限り、低

品質化を回避しようとする。このため、

T1T1 曲線および T2T2 曲線は、何れも

図 1 および図 2 において、原点に対し、

凸型の形状を取る。 

ⅶ F1F1 曲線および F2F2 曲線ならびに SS

曲線の形状の特性は以下の理由による。

消費者（需要家）はより高品質志向が強

い場合であってもまた、より低価格志向

が強い場合であっても、いずれも、基本

的に、同一製品群または部品群に対し、

高品質でありかつ低価格を志向する。そ

の意味で、「ファースト・ベスト市場」
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であるか、「セカンドベスト市場」であ

るかにかかわらず、消費者（需要家）に

とって製品の品質と価格はトレードオ

フの関係にある。高品質であるほど、価

格で測った、品質の価値が高い。逆に、

低品質であるほど、価格で測った、品質

の価値が低い。このため、F1F1 曲線お

よび F2F2 曲線ならびに SS 曲線は、い

ずれも、図 1 および図 2 において、原点

に対し、凹型の形状を取る。 

ⅷ R.コース著・宮沢他訳「企業の本質」『企

業・市場・法』第 2 章、東洋経済新報社、

1992 

ⅸ 参考文献④および⑥－⑭ 

ⅹ TCM 型組織および SMD 型組織につい

ては参考文献⑧－⑭。 

ⅺ 「TCM/SMD 融合型組織」「TCM/SMD

融合型組織」については、参考文献⑪－

⑭。 

ⅻ 国 際 連 合 貿 易 開 発 会 議 、 World 
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